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県内に立地する日立金属株式会社の安来工場及びグループ会

社 2 社は、多くの協力企業と特殊鋼産業クラスターを形成し、

5,000 人近い雇用を創出するとともに、小売・サービス業等を含

めた地域経済への波及が大きい非常に重要な産業の中核的な存

在となっています。 

日立金属は、令和 2 年 10 月に一部拠点の統廃合及び全従業者

数の約 1割に相当する 3,200人を超える人員削減を含む経営計画

を公表し、地域には不安が広がっています。 

また、親会社である株式会社日立製作所は、経営計画に上場子

会社の資本政策の見直しを掲げていることから、12 月 8 日、島根

県と安来市は、同社に対し、資本政策の方針決定に際しては、地

域の実情を踏まえ、地域の雇用や経済への影響を最小限とするた

め最大限の配慮をいただくよう要請したところです。 

しかし、同社から資本政策に関する最終方針について正式な公

表はないものの、外資ファンドを有力な候補として売却手続きが

進行しているとの報道も散見されるようになり、地域の不安はさ

らに増幅しています。 

日立金属安来工場で生産する特殊鋼製品は、自動車、産業イン

フラ、エレクトロニクス関連の多くの分野で世界トップシェアを

誇り、航空機・エネルギー関連では重要部材としての利用が広が

るなど、さらなる成長が期待されています。 



たたら製鉄をルーツに持ち、長い年月をかけ受け継がれ、磨か

れた当地の技術は、我が国にとって重要なものであります。 

このような重要な技術が国外に流出し、地域の産業競争力や経

済活動の衰退を招く事態とならないよう、貴省におかれましても

特段のご配慮をお願いいたします。 

また、日立金属の再編により生ずる地域の雇用、経済への影響

に対しては、状況に応じて必要な対策に取り組むこととしており

ますので、県・市の取組に対するご支援を重ねてお願いいたしま

す。 
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